
（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

0.9692 561 561 -131

8.3
44 44 47 47 3 0.1

6,224 5,155 5,155 -1,069
25,650 26,629 26,383 733

3,790 3,764 3,488 -302
19 21 21 2

18,346
3,087

0
20,559
6,922

457

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

備品購入費                         
負担金、補助及び交付金                   

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

18
26

使用料及び賃借料                      

公課費                           

17

節

352
101 202 248 240

5,632 256
91

38

 5,887

291 399 751 751

18,713

重層的支援体制整備事業交付金
650

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-02-02-01-34/0130150000/0505 97
重層的支援体制整備事業交付金

名　　　　　　　称
充 当 額

90.5

査定額 増減額

314
61,829

-863
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

9.1
2.7

28.9

1.2

0.0
-109

1.8

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

総務管理費 990,025

63,415

002 54,520 62,692 63,415

62,692

現段階出力 段階

307,922

307,922 目
的307,922

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

030

001

62,692

54,520

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
97本年度予算額

増減額
構成比(%)

-45

142 71

0.2 0.1
-23

1,281 1,583 1,674 1,674

国庫支出金 県支出金

3,433 5,376

7.4
-1,000

0

5,632
49121-04-03-02-35/0113300000/0505

18,933 17,877 -836
0.4

公用車広告代
22-01-01-01-12/0110250000/0505

4,600
公用車両整備事業債
22-01-01-01-12/0110250000/0515

62,692

5.7
0.0

42.7

16-02-02-01-34/0130150000/0505

17-02-02-01-01/0113300000/0505

公用車両整備事業債

交通事故弁償金

物品売払収入

 連結区分３  

事業区分３

121-04-02-01-01/0113300000/0505

48

1,090,059 1,167,009

非主要

-863

61,829 -863

61,829

62,692 63,415 61,829

1,397,981

1,397,981

1,397,981

61,829

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-863

-863

一般会計

政策的経費事業  

54,520

54,520 63,415

一般管理費

０１０２０１０１

車両集中管理費

車両集中管理費

1,167,00901

前年当初額 要求額前々年度決算額

1,167,009990,025

1,090,059

1,090,059

財産管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113300000

会計

所属

990,025

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ハード事業継続

56,051
48 4,600 0 55,942

828
1,142

5,600



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　購入台数　　計 2台 

　　・更新車両台数の平準化（令和元年度から更新が必要な車両が増大する）
　　・集中管理車両の減車

款

目

030

02

001

    ・運転手の業務分散

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３車両集中管理費

財産管理課

01

所属

002

車両集中管理費事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　秦野市庁用車両管理規則

　　　　・ＳＤＧｓ　７　エネルギーをみんなに　そしてクリーンに　

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　令和5年度に引き続き、電気自動車以外の更新車両はリース契約としている。

　　・令和7年度　令和6年度に引き続き、電気自動車以外の更新車両はリース契約としている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース台数　計80台（新規11台）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　購入台数　　計 1台 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース台数　計80台（新規11台）　

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　該当なし

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　61,829千円（うち特別枠分： 12,278千円）

　　　　　　　　　　秦野市職員交通安全対策委員会規則
　　　　・計画等　　電気自動車及び充電設備の導入に関する方針　

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　54,520千円（うち特別枠分： 11,098千円）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：  62,692千円（うち特別枠分： 13,442千円）

　　　　・目　　的　経費の節減に努めながら、行政サービスに必要な公用車の効率的かつ
                    適切な運行管理を行う。
　　　　・内　　容　公用車の集中管理を行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０１

総務費

一般管理費

項 01

事業１



　　　該当なし

款

目

030

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３車両集中管理費

財産管理課

01

所属

事業２

　　使用年数が12年以上経過した車両について、計画的な更新を行う。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      リース台数　令和7年度（予算）85台、令和6年度（決算）80台、令和5年度（決算）72台
　　　車検台数  　令和7年度（予算）86台、令和6年度（決算）46台、令和5年度（決算）63台

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源） 12,278千円（7,678千円）
　　　　・内　容　ゼロカーボンシティの実現に向けて、ハイブリッド自動車及び電気自動車の導入を進める。

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（2） 自然災害対策への取組

（1） 増減理由
　　　リース車両の更新等に伴う増はあったものの、電気自動車の台数減により、全体では微減となったもの。

　　　※車検台数は、メンテナンスリースを除いた台数とする。
     
７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
    今後も、安定した行政サービスの提供を実現するため、集中管理による効率的な運行管理を行う。

　　交通事故の撲滅を目指して、職員への研修及び啓発を引き続き行う。
　　ドライブレコーダーの計画的な更新を進める。

事業１

    ・ゼロカーボンシティの実現に向けて、ハイブリッド自動車及び電気自動車の導入を進める。（特別枠）
　　・先進安全装置の導入により、車両事故の抑制を図る。
　　・新採用職員や、運転が苦手とされている職員の安全運転教育を充実させるとともに、管理職への啓発を積極的に行う。

　　・交通事故防止対策として研修回数や内容の見直し、掲示板、庁内メールによる啓発
　　・令和元年、令和2年度に導入を開始したドライブレコーダーの更新

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

002

車両集中管理費
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０１

総務費

一般管理費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
積立金                           24

節
372,065 206,325

 44,899

財政調整基金利子収入
450

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

14-01-04-01-01/0140350000/0505 10,204
市営駐車場使用料

名　　　　　　　称
充 当 額

87.9

査定額 増減額

-122,567
372,065
206,325

100.0

構成比(%)

1,726

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

2.8
327,166

9.3

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

07

総務費

総務管理費 990,025

1,103,594

008 935,505 1,027,367 1,103,594

1,027,367

現段階出力 段階

307,922

307,922 目
的307,922

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

582,049

240,177

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

8,478
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

240,177 165,740

0.0
0

600

29,385
118-01-01-01-01/0113300000/0505

一般寄附金
18-01-02-01-04/0130150000/0505

0
新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金繰入金
19-01-01-07-01/0110250000/0505

165,740
17-01-02-01-01/0113300000/0505

17-01-02-02-01/0113300000/0505

社会福祉費寄附金

株式配当金収入

財政調整基金配当金収入

 連結区分３  

事業区分３

15317-01-02-02-02/0113300000/0505

33,491

1,090,059 1,167,009

非主要

308,785

1,336,152 308,785

804,197

165,740 29,385 372,065

1,397,981

1,397,981

1,397,981

1,336,152

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

222,148

206,325

一般会計

政策的経費事業  

935,505

551,313 505,896

財産管理費

０１０２０１０７

基金積立金

財政調整基金積立金

1,167,00901

前年当初額 要求額前々年度決算額

1,167,009990,025

1,090,059

1,090,059

財産管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113300000

会計

所属

990,025

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

0
0 0 10,204 327,166

157,262
34,695

0



　　該当なし

　　　基金の利率上昇により積立額が増額となる。

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３基金積立金

財産管理課

07

所属

008

財政調整基金積立金事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）： 165,740千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　　地方自治法、地方財政法、秦野市財政調整基金の設置、管理及び処分に関する条例
　　　　・計　　画　　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　株式配当収入や市営駐車場使用料などの積み立てを行った。
　　・令和7年度　株式配当収入や市営駐車場使用料などの積み立てを行っている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　引き続き、経済状況の変動、災害時等の緊急な事業実施に備え、年度間の財政不均衡を調整するため積み立てる。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　　該当なし
　　　　・目 標 値　　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）： 240,177千円

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）： 372,065千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・目　　的　　経済状況の変動、災害時等の緊急な事業実施に備え、年度間の財政不均衡を調整するため積み立てる。
　　　　・内　　容　　経済状況の変動、災害時等の緊急な事業実施に備え、年度間の財政不均衡を調整するため積み立てる。
　　　　・ＳＤＧｓ　　11　住み続けられるまちづくりを

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３基金積立金

財産管理課

07

所属

事業２

　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

事業１

　　財源が著しく不足する場合や災害復旧費用を目的として、駐車場貸付収入や社会福祉寄附金を積み立ててきた。
　　今後も経済情勢の変動により財源が不足する場合に備え、積み立てていく必要がある。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      令和7年度予算165,740千円、令和6年度決算240,177千円、令和5年度決算171,292千円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

008

財政調整基金積立金

-13-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
積立金                           24

節
24,725 8,878

 24,725

建物貸付収入
7,559

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

17-01-01-01-01/0113300000/0505 3,567
市有地貸付収入

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

8,878
24,725
8,878
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

100.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

07

総務費

総務管理費 990,025

1,103,594

008 935,505 1,027,367 1,103,594

1,027,367

現段階出力 段階

307,922

307,922 目
的307,922

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

003

582,049

55,110

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

55,110 15,847

0.0
0

300

22,523
7,00021-04-03-02-34/0113300000/0505

ネーミングライツ収入
21-04-03-03-11/0130150000/0505

15,847
17-01-01-02-01/0130150000/0505

17-01-01-02-01/0135200000/0505

保健福祉センター郵便局共益費負担金

公共施設整備基金利子収入

建物貸付収入

 連結区分３  

事業区分３

4,77117-01-02-01-03/0113300000/0505

1,528

1,090,059 1,167,009

非主要

308,785

1,336,152 308,785

804,197

15,847 22,523 24,725

1,397,981

1,397,981

1,397,981

1,336,152

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

222,148

8,878

一般会計

政策的経費事業  

935,505

551,313 505,896

財産管理費

０１０２０１０７

基金積立金

公共施設整備基金積立金

1,167,00901

前年当初額 要求額前々年度決算額

1,167,009990,025

1,090,059

1,090,059

財産管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113300000

会計

所属

990,025

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

0
0 0 0 0

15,847
24,725

0



６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

款

目

010

02

003

　　ある。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３基金積立金

財産管理課

07

所属

008

公共施設整備基金積立金事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：  15,847千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　　秦野市公共施設整備基金の設置、管理及び処分に関する条例
　　　　・計　　画　　公共施設再配置計画

（2） 効果・目標値

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　引き続き、老朽化に伴う施設の修繕、整備等のため、公共施設再配置計画の事業実施による収益等を基金に積み立てる必要が

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　保健福祉センター施設の郵便局貸付収入や利子収入、ポレスター保育所貸付収入、ネーミングラ
　　イツ料などを積み立てた。
　　・令和7年度　保健福祉センター施設の郵便局貸付収入や利子収入、ポレスター保育所貸付収入、ネーミングラ

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　公共施設の更新、修繕基金の設置に向けた資金管理

　　イツ料などを積み立てている。

　　　　・効　　果　　該当なし
　　　　・目 標 値　　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：  55,110千円

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　24,725千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・目　　的　　公共施設の整備等のため、公共施設使用料や貸付収入の一部を積み立てる。
　　　　・内　　容　　公共施設の整備等のため、公共施設使用料や貸付収入の一部を積み立てる。
　　　　・ＳＤＧｓ　　11　住み続けられるまちづくりを

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-16-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01

事業１



款

目

010

02

003

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３基金積立金

財産管理課

07

所属

事業２

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

　　施設の老朽化に伴う修繕、整備等を目的として、建物や市有地の貸付収入等を積み立ててきた。
　　今後も各施設、設備等の更新に備え、積み立てていく必要がある。

８　その他

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

      令和7年度予算15,847千円、令和6年度決算55,110千円、令和5年度決算55,923千円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

（1） 増減理由
　　　基金の利率上昇により積立額が増額となる。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

008

公共施設整備基金積立金

-17-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01



（単位：千円）

-19-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
積立金                           24

節
407,407 6,945

 407,407

ふるさと寄附金

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

17-01-02-01-04/0113300000/0505 7,407
ふるさと基金利子収入

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

6,945
407,407

6,945
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

100.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

07

総務費

総務管理費 990,025

1,103,594

008 935,505 1,027,367 1,103,594

1,027,367

現段階出力 段階

307,922

307,922 目
的307,922

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

004

582,049

256,026

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

256,026 400,462

0.0
0

453,988

400,462
18-01-02-01-01/0113300000/0505

 連結区分３  

事業区分３

400,000

1,090,059 1,167,009

非主要

308,785

1,336,152 308,785

804,197

400,462 453,988 407,407

1,397,981

1,397,981

1,397,981

1,336,152

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

222,148

6,945

一般会計

政策的経費事業  

935,505

551,313 505,896

財産管理費

０１０２０１０７

基金積立金

ふるさと基金積立金

1,167,00901

前年当初額 要求額前々年度決算額

1,167,009990,025

1,090,059

1,090,059

財産管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113300000

会計

所属

990,025

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

0
0 0 0 0

400,462
407,407

0



４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
　　　ふるさと寄附金（利子収入）の増額による積立額の増額となる。

款

目

010

02

004

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３基金積立金

財産管理課

07

所属

008

ふるさと基金積立金事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：  400,462千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　　秦野市ふるさと基金の設置、管理及び処分に関する条例
　　　　・計　　画　　

（2） 効果・目標値

　　全国から寄せられたはだのふるさと寄附金を、本市の活性化に向けた様々な政策を実現するために積み立てるもの。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　全国の寄附者から寄せられたはだのふるさと寄附金を、本市の特性を生かしたまちづくりに活用した。
　　・令和7年度　全国の寄附者から寄せられたはだのふるさと寄附金を、本市の特性を生かしたまちづくりに活用するため積み
立ていく。

　　該当なし

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　　・効　　果　　該当なし
　　　　・目 標 値　　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：  256,026千円

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　407,407千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　 千円

　　　　・目　　的　　全国の寄附者から寄せられたはだのふるさと寄附金を、本市の発展のために積み立てる。
　　　　・内　　容　　全国の寄附者から寄せられたはだのふるさと寄附金を、本市の発展のために積み立てる。
　　　　・ＳＤＧｓ　　11　住み続けられるまちづくりを

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-20-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01

事業１



款

目

010

02

004

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３基金積立金

財産管理課

07

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

事業１

　　ふるさと納税による全国からの寄附金を本市の活性化に向けた様々な政策の実現を目的として、平成27年度から積
　立てを継続。令和6年度末時点では569,649千円を積み立ててきた。
　　今後も本市の特性を生かしたまちづくりに活用するため積み立てていく必要がある。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      令和7年度予算400,462千円、令和6年度決算55,110千円、令和5年度決算289,671千円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

008

ふるさと基金積立金

-21-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01



（単位：千円）

-23-

令和 8年 2月17日

計

12,010 0 0 -12,010

0 0 -5,338
10 10 10 0

0
0
0

節　　　　　名
旅費                            
需用費                           
役務費                           

16

委託料                           
使用料及び賃借料                      
原材料費                          
公有財産購入費                       

08
10
11
12
13
15

節

2,400
7,204 10,357 9,485 9,631

14 10
0

-726

 12,967

1,352 746 3,146 3,146

5,338

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

17-01-01-01-01/0113300000/0505 12,361
市有地貸付収入

名　　　　　　　称
充 当 額

12,967
-15,664

100.0

構成比(%)

建物貸付収入-3,077
100.0 0.0

査定額 増減額

-12,5870 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.1
1.3

0.0

24.2

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

935,505 1,027,367 1,103,594

1,027,367

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

02

01

07

総務費

総務管理費 990,025

市対象外重点ヒアリング 連結区分１

8,690

現段階出力 段階

307,922

307,922 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

28,631

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

2 4

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

14
132 166 166 166

74.3

事業区分３

28,631

0.1
0.0

17-01-01-02-01/0113300000/0505

1,090,059 1,167,009

非主要

308,785

1,336,152 308,785

12,967

307,922

1,103,594

-15,664

1,397,981

1,397,981

1,397,981

-15,664

606

 連結区分３  

1,336,152

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業12,967

 

935,505

8,690 12,821

財産管理費

０１０２０１０７

普通財産管理費

普通財産管理費 28,631 12,821

前々年度決算額

1,167,009990,025

1,090,059

1,090,059

財産管理課

一般会計

査定額 増減額0113300000

会計

所属

990,025 1,167,00901

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

008

12,967
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象新規継続 評価対象

3,077
0 0 0 0

25,554



　　・令和6年度　入札実施件数1件　　　　　　　売却額 　 16,880,496円　　　　　　貸付収入　29,277千円

　　・未利用地周辺の地元自治会、地元住民から土地利用に関する要望等があり、その調整に時間を要しているため、
　　早期に売却できない状況がある。

款

目

020

02

001

　　・未利用地に隣接する民有地の境界確定等に時間を要しているため、早期に売却できない状況がある。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３普通財産管理費

財産管理課

07

所属

008

普通財産管理費事業２

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・効　　果　税外収入の確保及び維持管理経費の削減
　　　　・目 標 値　・入札等による市有地売払い件数：4件（92,594千円）
　　　　　　　　  　・市有地貸付件数：92件（28,554千円）

                    め、一般競争入札による売却や長期の貸付けを目指す。
　　　　・ＳＤＧｓ　11　住み続けられるまちづくりを

　　・市営住宅跡地の売却には存置された上下水道管等が支障となることがあり、また国有地が含まれるなど、売却
　　可能な状況とするための調整が難航している。

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：   12,967千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　 千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　・令和7年度  入札実施件数1件（見込み）　　売却額　 165,236,820円（見込み）　貸付収入　29,545千円（見込み）

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　低・未利用地等について、売却可能資産の洗い出しを進め、民間への売却、貸付けを実施した。

（2） 効果・目標値

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　 28,631千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　秦野市財産規則　ほか
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策522　適正かつ持続可能な行政経営の推進）、市有地活用方針

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　  8,690千円

　　　　・目　　的　普通財産である市有地及び建物の適切な維持管理を行い、効率的な運用を図るほか、低・未利用地に
                    ついては、賃貸や売却などによる有効活用を図り、自主財源の確保に努める。
　　　　・内　　容　行政目的での利活用の見込みがない市有地について、民間参入による地域活性化や税外収入確保のた

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-24-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01

事業１



款

目

020

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３普通財産管理費

財産管理課

07

所属

事業２

８　その他

　　　市有地売払い箇所数
　　　令和8年度予算　2箇所、令和7年度予算　2箇所、令和6年度決算　3箇所、令和5年度決算　3箇所

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

      入力予定
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

      市有地草刈委託実施回数
　　　令和8年度予算　31回、令和7年度予算　29回、令和6年度決算　15回、令和5年度決算　16回

（2） 自然災害対策への取組

　　市有地活用方針に基づき、未利用地の賃貸借、売却等による有効活用について、組織横断的に関係各部との調整を
　行い、売却や新たな賃貸借契約の締結等に努める。
　　また、市有地周辺の住環境に配慮した適切な維持管理に努める。

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

　　・狭小な土地や立地上の課題があり、市場性の低い未利用地の活用方策の検討を行っている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    低・未利用地の有効活用について庁内横断的に検討し、税外収入の確保及び市有地の適正な管理に努める。

008

普通財産管理費

-25-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01



（単位：千円）

-29-

令和 8年 2月17日

計

0.018 18 18 0

26.2
2 10 10 10 0 0.0

16,650 114,480 83,430 66,780
25,510 26,765 26,764 1,254

15,198 14,276 14,188 -1,010
94,466 136,746 129,969 35,503

55,952
13,202
96,260
24,430
51,837

12

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

工事請負費                         
原材料費                          

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

15
18

使用料及び賃借料                      

負担金、補助及び交付金                   

14

節

9
30 34 34 33

2,258 64
33

-1

 95,734

381 578 587 587

59,202

庁舎施設改修事業債

市有地貸付収入
3,003

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

14-01-01-01-01/0113300000/0505 474
行政財産使用料

名　　　　　　　称
充 当 額

70.0

査定額 増減額

354
318,843
104,141

100.0

構成比(%)

-3

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.7
0.3

19.0

0.2

0.1
38,790

5.6

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源

５－３－１

地方債 使用料・手数料
計

07

総務費

総務管理費 990,025

1,103,594

008 935,505 1,027,367 1,103,594

1,027,367

現段階出力 段階

307,922

307,922 目
的307,922

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

030

001

214,702

244,517

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

477
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

654 842 875 875

国庫支出金 県支出金

1,757 2,194

24.3
65,000

18

庁舎施設改修事業債
77,400

0

2,258
1,12421-04-03-02-39/0113300000/0505

61,679 60,711 1,509
0.0

その他雑入
21-04-03-02-77/0113300000/0505

災害対応型自動販売機設置料

22-01-01-01-01/0110250000/0505

22-01-01-01-01/0110250000/0515

21-04-03-02-40/0113300000/0505

670
自動販売機電気使用料
21-04-03-02-41/0113300000/0505

214,702

637

4.4
40.8
8.4

17-01-01-01-01/0113300000/0505

19-01-01-02-01/0113300000/0505

太陽光発電余剰電気料

公共施設モニター広告代

公共施設整備基金繰入金

 連結区分３  

事業区分３

38921-04-03-02-28/0113300000/0505

12,019

1,090,059 1,167,009

非主要

308,785

1,336,152 308,785

318,843

214,702 357,728 318,843

1,397,981

1,397,981

1,397,981

1,336,152

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

104,141

104,141

一般会計

政策的経費事業  

935,505

244,517 357,728

財産管理費

０１０２０１０７

庁舎維持管理費

庁舎維持管理費

1,167,00901

前年当初額 要求額前々年度決算額

1,167,009990,025

1,090,059

1,090,059

財産管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113300000

会計

所属

990,025

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 継続

184,319
0 77,400 474 223,109

17,506
17,860

12,400



　　庁舎の改修及び維持管理に努めているが、築年数の経過により、老朽化が進んでいる。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

款

目

030

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３庁舎維持管理費

財産管理課

07

所属

008

庁舎維持管理費事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　214,702千円　

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　秦野市庁舎管理規則　ほか
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策522　適正かつ持続可能な行政経営の推進）

（2） 効果・目標値

　　・本庁舎トイレ系統等給排水管更新工事
　　・本庁舎湯沸室更新工事

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　本庁舎エレベーター改修工事、本庁舎照明設備更新工事
　　・令和7年度　本庁舎給排水管等改修工事 

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・老朽化に伴う修繕及び更新・改修工事

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　庁舎の環境整備及び老朽化の抑制により、耐用年数まで使用する。
　　　　・目 標 値　本庁舎の耐用年数（2043年）まで使用できるよう、維持管理を行う。

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　244,517千円

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　318,843千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　 千円

　　　　・目　　的　市民の共有財産である庁舎の改修及び維持管理に努め、環境整備を行うとともに、老朽化を抑制する。
　　　　・内　　容　市民及び職員にとってより良い環境整備を行い、市民サービスの向上を図る。
　　　　・ＳＤＧｓ　住み続けられるまちづくりを

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-30-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01

事業１



款

目

030

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３庁舎維持管理費

財産管理課

07

所属

事業２

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　   5,082千円（5,082千円）
　　　　・内　容　再生可能エネルギーを活用した電気、ガスの利用　

　　老朽化への対応として、耐用年数を迎える設備について、適切に更新計画を立てる。
　　引き続き、今後も快適な執務環境の整備を図り、職員の事務効率の向上に努めるとともに、市民サービスの安定的供給のため
　　継続して庁舎の修繕及び維持管理に努める。

（2） 自然災害対策への取組
　　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　該当なし

事業１

　　　　令和７年度　16,650千円　

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　本庁舎の設備更新の必要性により、給湯室の改修・給排水管更新工事などを計上したことにより増となったもの。
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
     ・工事請負費予算額
　　　　令和６年度　85,585千円

008

庁舎維持管理費

-31-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01



（単位：千円）

-40-

令和 8年 2月17日

計

0.20 360 360 360
24,217 26,268 23,083 -1,134

130 302 0 -130
49,280 58,985 50,334 1,054

54
47

33,586
4,412

0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

負担金、補助及び交付金                   

11
12

報償費                           
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
03
04
07
08
10

委託料                           
18

節

11
87,549 122,000 134,640 121,787

2,634 74
40

-213

0

491 679 690 690

56

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
200,000

96
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

1.3
0.5

0.0

0.4

0.0
96

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

07

総務費

総務管理費 990,025

1,103,594

008 935,505 1,027,367 1,103,594

1,027,367

現段階出力 段階

307,922

307,922 目
的307,922

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

040

001

199,904

128,992

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

773 982 1,022 1,022

国庫支出金 県支出金

2,081 2,560

0.0
0

2,634

90 90 34
60.9

199,904

0.0
25.2
11.5

 連結区分３  

行革プラン事業区分３

1,090,059 1,167,009

非主要

308,785

1,336,152 308,785

200,000

199,904 224,991 200,000

1,397,981

1,397,981

1,397,981

1,336,152

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

96

96

一般会計

政策的経費事業  

935,505

128,992 224,991

財産管理費

０１０２０１０７

ふるさと寄附金推進事業費

ふるさと寄附金推進事業費

1,167,00901

前年当初額 要求額前々年度決算額

1,167,009990,025

1,090,059

1,090,059

財産管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113300000

会計

所属

990,025

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

199,904
0 0 0 200,000

0
0

0



　　　　　　　　 返礼品提供事業者のふるさと納税理解促進のため勉強会を実施

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　ふるさと納税市場のポータルサイトに合わせたページ改善により、検索上位表示を目指し寄附に繋げるページ作りを行ってい

款

目

040

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３ふるさと寄附金推進事業費

財産管理課

07

所属

008

ふるさと寄附金推進事業費事業２

　　　　・根拠法令　はだのふるさと寄附金の受け入れに関する要綱
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策511　多様な担い手による協働の推進）

２　全体計画[Ｐ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　本市の活性化に向けた施策を実現するため、寄附目的にあった事業に充当できる。

    ふるさと納税市場でニーズの高い返礼品の追加及び返礼品提供事業者の協力、広告の適切な運用により、寄附金額の増加に繋
がった。

　　　　　　　　 メールマガジンによる周知、新規事業者の店舗にてふるさと納税をアピールするPOPの導入
　　  ・令和7年度　新規ポータルサイトの導入、既存サイトのページ改善と検索上位表示対策、検索連動型広告の適切な運用を
実施
　　　　　　　　 市場ニーズを踏まえた新規返礼品開拓、秦野市の魅力ある事業をPRするガバメント・クラウドファンディング3

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    令和7年度の寄附金額は、前年度比増の見込みとなっている。

本を展開

　　　　・目標値　寄附受入金額400,000千円
（3） 根拠法令・計画等

、検索連動型広告の新規展開、

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）： 128,992千円
　　  ・令和7年度予算　　事業費（進捗率）： 199,904千円
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）： 200,000千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　   　 千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　  ・令和6年度　新規返礼品の開拓、ポータルサイト（返礼品取扱いインターネットサイト）のページ改善及び検索上位表示

　　　　・目　　的　全国の寄附者から寄せられたふるさと寄附金に対して感謝の気持ちを表す。
　　　　・内　　容　ふるさと寄附金に対して返礼品等を贈呈するとともに、本市への誘客を図る。
　　　　・ＳＤＧｓ　11：住み続けられるまちづくりを

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01

事業１



款

目

040

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３ふるさと寄附金推進事業費

財産管理課

07

所属

事業２

　　効果的な広告の活用により、秦野市の魅力を広く発信し、寄附件数及び寄附金額の増額を目指す。

　      ・令和6年度　　　　　　    寄附件数   9,874件 　寄附金額  256,117,900円　　事業費決算額 128,992,124円
　      ・令和7年度（12月末時点）  寄附件数   7,575件 　寄附金額  271,103,696円　　

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　返礼品の充実による事業者回り等に注力することにより、事務の委託化を推進するため、節の組み換えを実施した。
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

  　    ・令和4年度 　　　　　　 　寄附件数  10,717件 　寄附金額  393,413,100円　　事業費決算額 188,865,681円
　      ・令和5年度　　　　　　    寄附件数   7,985件 　寄附金額  284,282,101円　　事業費決算額 142,603,393円

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

    ふるさと納税制度を適正かつ継続的に運用し、本市の財源確保と地域経済活性化を図る。
　　市場動向を的確に把握し、ニーズに応じた新規返礼品の開発により主力返礼品を創出するとともに、既存の主力返礼品の品質
向上とブラッシュアップを継続する。
　　返礼品提供事業者との信頼関係を深め、協力体制を強化することで、魅力ある返礼品ラインナップを充実させる。

８　その他

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　  寄附金額は前年度と同様に設定したため、ほぼ増減はないもの。

く。
　　各自治体との返礼品競争に対し、返礼品提供事業者と連携し、魅力ある返礼品を提供していく。
　　広告は費用対効果を考慮し適切な時期に実施し寄附に繋げていく。

008

ふるさと寄附金推進事業費

-42-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01



（単位：千円）

-48-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
145 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
145

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

07

総務費

総務管理費 990,025

1,103,594

008 935,505 1,027,367 1,103,594

1,027,367

現段階出力 段階

307,922

307,922 目
的307,922

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

事業性質区分 主体区分 市対象外重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

050

001

145

145

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

145 145

0.0
0

145

145

 連結区分３  

事業区分３

1,090,059 1,167,009

非主要

308,785

1,336,152 308,785

145

145 145 145

1,397,981

1,397,981

1,397,981

1,336,152

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

一般会計

政策的経費事業  

935,505

145 145

財産管理費

０１０２０１０７

土地開発公社補助金

土地開発公社補助金

1,167,00901

前年当初額 要求額前々年度決算額

1,167,009990,025

1,090,059

1,090,059

財産管理課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0113300000

会計

所属

990,025

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業新規

145
0 0 0 145

0
0

0



６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

款

目

050

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３土地開発公社補助金

財産管理課

07

所属

008

土地開発公社補助金事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　　　　　　が増加し、経営の健全化につながるもの。
　　　　・目 標 値  土地開発公社の維持管理に係る費用相当額の補助。

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・ＳＤＧｓ  11：住み続けられるまちづくりを

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    公社所有地の維持管理に要する費用に対して引き続き補助金を交付し、公社経営の更なる健全化を図る。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　 千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度  公社に対して補助金を交付した。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    土地開発公社の維持管理に係る費用負担を縮減させ、公社経営の健全化を促進した。

　　・令和7年度  同様に公社に対して補助金を交付した。

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  土地開発公社の維持管理に係る費用負担を縮減させることにより、公社借入金の返済に充てられる資金

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：145千円

　　　　・根拠法令  該当なし
　　　　・計　　画　秦野市土地開発公社経営方針

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：145千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：145千円

　　　　・目　　的  公社所有地の維持管理に係る費用に対して補助を行い、公社経営の更なる健全化を図る。
　　　　・内　　容  公社所有地の維持管理に要する費用について、「秦野市土地開発公社経営方針」（令和3年5月18日施
　　　　　　　　　行）に基づき負担する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-49-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01

事業１



款

目

050

02

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0113300000

事業３土地開発公社補助金

財産管理課

07

所属

事業２

　　　該当なし

　　維持管理に係る費用としては、貸付等を行っていない土地（利益を生まない土地）の草
　刈り等の費用となる。

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
    土地開発公社で令和８年３月に策定（予定）された「秦野市土地開発公社経営方針（第２期）」に基づき、
　公社所有地の維持管理に係る費用に対して補助を行い、公社経営の更なる健全化を図る。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし
（2） 自然災害対策への取組

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

　　　令和6年度　決算　145,000円  　　　　　　　　箇所数　4
　　　令和7年度　予算　145,000円　　　　　　　　　箇所数　4　
　　　

      令和6年度から対象地積等に変化がないため、増減なしとなる。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　草刈り等の実績

008

土地開発公社補助金

-50-

当 初 予 算

総務管理費

０１０２０１０７

総務費

財産管理費

項 01
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